






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































33 森下忠「イタリアのマフィア制圧立法」Legge31magio1965,n.575.Disposizioni contro 
maﬁa 駿河台法学２号（昭和63年）46頁によれば、イタリアの「対マフィア法」（昭和40年
５月31日法律575号）は組織犯罪暴力手段に対する制圧を強化することを目的として制定
され、「不法な活動から得たもの又はその再投資によって得たものと思量する理由がある
場合」には財産差押え及び没収ができる規定になっている（２条の３第２項第３項）。そ
して、この法律の適用は、昭和57年９月13日法律646号改正により当初予定されたマフィ
アだけでなくカモッラ及び同等の団体にも及ぶようになった。
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に帰属する所得だと再確認した上で、事業所得又は雑所得になるとする。
　そして、把握が困難な所得金額の算定については、推計課税の活用を提言し
ている34。
（意見書の評価）
　暴力団の組織弱体化の有効な手段として課税を用いるという目的は意見書に
固有のものであるが、課税の公平を図るべきという点においては私の考えとも
軌を一にするものである。
　暴力団の組織内外における資金の獲得・還流の仕組み及び課税の考え方につ
いては、上納金を下位団体を含めた資金獲得が集約されたものと捉え、検討を
上納金課税に絞っている。これは、日々行われる資金獲得活動の実態が外部か
らは分からないことを踏まえれば現実的な手法であると思われる。但し、みか
じめ料から段階的に資金移転する都度課税するのが原則であることは確認して
おきたい。上納金の所得帰属と所得区分については、組長個人に帰属する所得
であること、所得区分が事業所得又は雑所得であることは私も同様に考える。
社会的に正当化されない所得ということからか事業所得とは断定していない
が、継続的・安定的に収益を得ている点では、雑所得より事業所得と考えた方
が良いように思われる。
　推計課税の提言は、上納金に課税の対象を絞ったことと併せ、現実的な手法
であると考える。推計課税は所得税法156条に規定され、実額課税（本来の課
税）が調査妨害又は会計帳簿の不備等で困難な時に採られる課税方法で、所得
金額を実額に代えて推計により算出するものである。収入以上に把握が難しい
必要経費については、実額反証を促すことも考えられる。
推計課税に関しては、平成６年11月30日神戸地裁判決・税資206号513頁で
34 坂田真吾弁護士のHP（暴力団の上納金に対する課税、平成27年６月17日）で上納金
課税について触れており、「課税庁は推計課税を視野に入れて調査を進めるのではないか」
としている。この場合、推計課税では一般的な手法である同業者比率ではなく、組員の数
など課税対象自体の数値から推計する本人率法を用いるのではないかとするが、組ごとに
個性があり規模だけで比較は難しいことから、おそらくそのようになると思われる。
― 82 ―
九州国際大学法学論集　第23巻　第１・２・３号退職記念号（2017年）
Ｙ組本部組長らに対する所得税更正処分事件での前例がある。賭博開帳、競馬
のノミ行為等の収入について雑所得として課税したものであるが（正業を持た
ずと言っており、違法・闇行為であることが雑所得の判断に影響を与えた可能
性はある）、財産増減法35による推計課税を合理的なものと認めている。
所得税法156条
　税務署長は、居住者に係る所得税につき更正又は決定をする場合には、その
者の財産若しくは債務の増減の状況、収入若しくは支出の状況又は生産量、販
売量その他の取扱量、従業員数その他事業の規模によりその者の各年分の各種
所得の金額又は損失の金額（……）を推計して、これをすることができる。
　細部や結論に至る検討のプロセスが意見書からだけでは読み取れないところ
はあるが、各論点の示された結論を繋ぎ合せて底にある思考メカニズムを推測
すると、私のアプローチ及び結論と大筋では同じであると思われる。限られた
紙幅の中で、理論的整合性と現実的な手法のバランスが取れた（やや現実的解
決に重きがあるが）建設的な意見書であると評価できる。
２．課税に対する基本的姿勢
（課税対象の分析・検討）
　本稿の趣旨は、暴力団に対する課税という個別の問題に対する結論を出すこ
とだけが目的ではなく、課税問題を考えるに当たって、種々の特性を有する対
象の分析手法と中立的な姿勢の重要性を述べたつもりである。
　課税においては、対象が特殊（ここでは暴力団）であるからといって特別な
35 期首・期末の財産・負債から期中の収支を推計する方法であり、他の方法が困難な場合
に用いられる。政治献金収入課税に係る前掲注23の判決では、部分財産増減法（現金、無
記名債権のみで立証）により起訴されたが、合理的方法であるとの判断がされている。なお、
事実認定は公判途中で提出された被告人の入金メモにより減額されており厳密な意味で適
用があったとは言えない。政治献金収入の課税（所得区分）及び立証方法（部分財産増減法）
については、拙稿「政治献金等収入と課税―国会議員及び公設秘書の受領した政治献金等
に係る税法上の問題―」税大ジャーナル18号１－18頁（2014年３月）参照。
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対応を考えるのではなく、一般の課税対象との異同を検討して課税を考えるべ
きである。
暴力団と定義することだけで物事が明らかになるものではなく、対象の実態
が区々であることを認識し、各々の態様に応じてこれまでの課税理論を当ては
めることを考えるべきである。暴力団の場合で言えば、暴力という要素に縛ら
れず資金獲得・集金構造のみを課税の観点から分析することが肝要である。
（課税の中立性）
課税は他の価値感から中立的であるべきである。世論とも他の法規制からも
独立して、担税力（資金獲得力）があれば課税するという課税目的に忠実であ
ることが求められる。対象の社会的評価がどうであれ、同じ基準で解釈を行わ
なければ課税の公平が歪められることになる。これは彼らを擁護して課税を控
えるということではなく、同じ担税力を有する者には同じ課税の基準を適用す
べきということである。歪められた基準を適用すれば、一般の団体にもその基
準が適用されることは想定しなければならない36。このことは、暴力団以外で
あっても資金獲得・集金構造が同様の組織であれば（例えばマルチ商法の詐欺
集団など）、課税の適用が同様に可能であることを意味する。課税の判断を行
うに当たっては、身に纏った衣ではなく実体としての資金獲得構造を把握・直
視することが求められる。
本稿では暴力団を検討の対象としたが、直接の狙いは暴力団に象徴される組
織的な資金獲得構造に対する課税のアプローチである。実態が分からないから
と課税を放置することは許されず、実体を解明するための方法としては課税要
件に応じた対象の要素分析を試みて「確実な課税」を行うことを課題の一と考
える。
36 三木義一「暴力団に課税」民間税調HP平成27年７月17日更新記事では、上納金を運営
費と見ることへの日弁連民暴対策部からの反論への説明として、「このような論理を暴力
団に対してのみ使うのか、グループ一般に使うのか、検討が必要になりそうな気がします。
もし、後者だと、グループ活動の会費を集めている人は、当該会費を収入に入れて、運営
費に充てたものに限って控除し、差額を個人所得として申告することを求めなければなら
なくなります。」と述べている。
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課税要件は「確実な課税」を行うための武器であるが、万人に適用される普
遍的な基準である。特定の対象に適用した基準は他の対象にも同様のレベルで
適用されることになる。「課税の中立性」は租税法律主義で保護される個々の
対象との関係だけでなく、個別の結果妥当性を超えて課税要件という基準その
ものの信頼性に関わる大きな問題であることから、「課税の中立性」を課題の
二と考える。私のスタンスという点で前掲注１の西日本新聞コメントは、消極
的な印象を与えるかもしれないが、コメントの参考として送付した次のメモと
併せ意図を理解してもらえればと思う。
「暴力団組織の性格は、個人（事業者）の集団が実体であると考えます。今
回上納金を課税対象と捉えたのは、トップに帰属する確証を掴んだからでしょ
う。親族への送金と言う使途及びみかじめ料という収入の発生源を立証に使う
ものと考えられます。非合法収入というのは発見困難という点はありますが、
課税上は合法収入と同じ扱いです。今回の上納金は他の収入と併せてトップの
事業所得とするか、政治献金のように雑所得となるかだと思います。上納金の
課税名目は発生源のみかじめ料に起因したものとするのが本来の形でしょう
が、下位団体からトップに上納する段階で独自の収入と認定するとも考えられ
ます（その方が認定しやすい）。実体はトップの統制力により各段階で資金獲
得活動を行っているものを、トップの個人帰属だけで課税するのは難しい問題
があると思います。」
所得の帰属認定に当たって、所得の基となる収入の発生源及び使途を確認す
ることは、通常の課税においても行われることである。彼らに特に厳しく、あ
るいは甘く対するわけではない。暴力団組織は事実関係の把握が困難で普通に
対応すれば事実上課税の公平が損なわれるのではないかとの反論が考えられる
が、本稿で示したように、特殊な組織形態を課税に適合する形態に引き直すこ
とで課税が可能となる面もあると思われる。課題の一「確実な課税」はそのこ
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とを意図しており、本稿の主たる主張である。そこを踏まえた上で、課題の二
「課税の中立性」はどの課税対象に対しても税法は公平に適用されなければな
らないと考える。適正な課税とは、「確実な課税」「課税の中立性」の両方を充
足するものでなければならない。
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【参考１】所得発生・移転と課税
※ 二段階の団体構成を簡略化したものである。ＡからＣまで各構成員は組に所
属しながら独立した事業者として資金獲得するものとしている。各人の収入
から分配・上納されるものは、受領者の収入になると同時に、支払者の必要
経費として収入から控除され残額が所得となる。
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【参考２】関係条文
［所得＝収入―必要経費］
○所得税法36条１項（収入金額）
　その年分の各種所得の金額の計算上収入金額とすべき金額又は総収入金額に
算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、その年において収入すべき
金額（金銭以外の物又は権利その他経済的利益をもって収入する場合には、そ
の金銭以外の物又は権利その他経済的利益の価額）とする。
※ 各種所得の規定にあるように、所得は収入から必要経費を控除した金額と
して求められるが、法36条１項からは収入の実質的内容・範囲を読み取るこ
とはできない。「金銭以外の物又は権利その他経済的利益」との文言からは、
経済的利益であれば取得の方法、名目を問わず収入・所得となることが読み
取れる。
　 　各種所得の規定と合わせて解釈すれば、わが国の所得税は包括的所得概念
を採用し、利得者の担税力を増加させるものである限り一時的・偶発的・恩
恵的利得であっても課税の対象とすることが理解できる。
○所得税法37条１項（必要経費）
　その年分の不動産所得の金額、事業所得の金額又は雑所得の金額（事業所得
の金額及び雑所得の金額のうち山林の伐採又は譲渡に係るもの……を除く）の
計算上必要経費に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、これらの
所得の総収入金額に係る売上原価その他当該総収入金額を得るために直接に要
した費用の額及びその年における販売費、一般管理費その他これらの所得を生
ずべき業務について生じた費用（償却費以外の費用でその年において債務の確
定しないものを除く）の額とする。
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※ 法37条１項からは、必要経費が所得の構成要素である収入と密接に関連した
ものであることが、概念的にではあるが読み取れる。
　 　なお、法45条（家事関連費等の必要経費不算入等）では「家事上の経費及
びこれに関連する経費」等は所得金額の計算において必要経費として認めな
いとするが、これは個人事業においては事業と家計が混合する恐れがあり事
業関連性を求めたものである。
［所得区分］
○所得税法27条（事業所得）
１項 　事業所得とは、農業、漁業、製造業、卸売業、小売業、サービス業その
他の事業で政令で定めるものから生ずる所得（山林所得又は譲渡所得に該
当するものを除く）をいう。
２項 　事業所得の金額は、その年中の事業所得に係る総収入金額から必要経費
を控除した金額とする。
○所得税法施行令63条（事業の範囲）
　法27条１項（事業所得）に規定する政令で定める事業は、次に掲げる事業と
する。
１　農業
２　林業及び狩猟業
３　漁業及び水産養殖業
　……
12　前各号に掲げるもののほか、対価を得て継続的に行う事業
※ 所得税法では所得を10種類に区分して計算方法を規定する。法27条の事業所
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得の規定を見ると、「農業、漁業……」のように社会通念としての業態を列
記しているのみで実質的な基準は定められていない。委任を受けた令63条で
は、「農業、林業及び狩猟業、漁業及び水産養殖業、……」と例示が広がり、
最後に「前各号に掲げるもののほか、対価を得て継続的に行う事業」と規定
されている。この最後の規定が強いて言えば基準と考えられる。
○所得税法34条１項（一時所得）
　一時所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退
職所得、山林所得、譲渡所得以外の所得のうち、営利を目的とする継続的行為
から生じた所得以外の一時の所得で労務その他の役務又は資産の譲渡の対価と
しての性質を有しないものをいう。
○所得税法35条（雑所得）
１項 　雑所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、
退職所得、山林所得、譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当しない所得
をいう。
２項　雑所得の金額は、次の各号に掲げる金額の合計額とする。
２号　その年中の雑所得に係る総収入金額から必要経費を控除した金額
※ 各種所得の最後に規定する法35条の雑所得は、事業所得との区分が争われる
ことも多い。意見書で上納金等の所得が事業所得又は雑所得とされたのは、
正業によるものでなく社会的認知がない（違法収益を含む）こと、みかじめ
料等では継続性が確認できないことなどが影響していると思われるが、所得
の実態が分からないものはとりあえずバスケットクローズである雑所得へ分
類したとも考えられる。
　 　法34条には一時所得の規定があり、雑所得は一時所得を含む各種所得のい
ずれにも該当しない所得と規定されている。これだけを見れば雑所得が前
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９種類の所得とは異質の所得のように思われるが、所得の性質（担税力の程
度）からは一時所得が担税力の小さい一時的・臨時的・恩恵的な所得であり、
雑所得は他の所得と同質であると考えられる。法34条では一時所得を「一時
の所得で労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないも
の」と定義するが、これは35条の雑所得と区分する基準であるとともに、消
極的要件を反転させて積極的要件とした「継続性又は対価性があること」は
前８種類の所得区分に潜在的に存在する性質を示したものでもあると言える
（事業所得、雑所得も同様）。事業所得と雑所得の区分は相対的なものであり、
これまでの判例で形成された客観的社会性のような社会通念が基準となって
いると思われるが、問題がないとは言えない。
